
１　介護予防・日常生活支援総合事業

目標 施策

訪問介護
（旧介護予防訪問介護相当）

介護保険課
　居宅へホームヘルパーが訪問し、身体介護（食事や入
浴、排せつの介助等）、必要に応じて生活援助（食事の
準備や調理等）を行った。

【各年度末事業所数】
平成27年度：７０事業所
平成28年度：７０事業所
平成29年度：７２事業所

【各年度月平均利用者数】
平成28年度：３４１名
平成29年度：６６５名

2 （１）

緩和した基準によ
るサービス

訪問型サービスA 介護保険課
　介護予防訪問介護相当サービスの指定基準を緩和し
た基準による指定事業者が、生活援助を中心としたサー
ビスを提供することを想定

未実施 2 （１）

住民主体による支
援

訪問型サービスB 地域包括ケア推進課
　住民ボランティア、住民主体の自主活動にて行う生活
支援等

未実施 2 （１）

短期集中予防
サービス

訪問型サービスＣ
（いきいき栄養訪問）

地域包括ケア推進課

　低栄養などの栄養について、指導が必要な方を対象
に、月１～２回で３か月間を目安に、管理栄養士等が自
宅を訪問して、栄養・口腔ケアをもとに生活全般のアドバ
イスを行った。

【参加人数】
平成28年度：８名
平成29年度：１０名

2 （１）

移動支援 訪問型サービスD 地域包括ケア推進課 　移送前後の生活支援 未実施 2 （１）

通所介護
（旧介護予防通所介護相当）

介護保険課
　通所介護施設（デイサービスセンター）で、食事のサー
ビスや生活機能の維持向上のための体操や筋力トレーニ
ングなどを日帰りで行う。

【各年度末事業所数】
平成27年度：７８事業所
平成28年度：８１事業所
平成29年度：８２事業所

【各年度月平均利用件数】
平成28年度：　　４９８名
平成29年度：１，０３９名

2 （１）

緩和した基準によ
るサービス

通所型サービスＡ 介護保険課
　介護予防通所介護相当サービスの指定基準を緩和し
た基準による指定事業者が、ミニデイサービス、運動・レ
クリエーション等のサービスを提供することを想定

未実施 2 （１）

住民主体による支
援

通所型サービスＢ 地域包括ケア推進課
　体操、運動等の活動など、住民主体の自主的な通い
の場

未実施 2 （１）

短期集中予防
サービス

通所型サービスＣ
（ときも運動教室）

地域包括ケア推進課

　体力に自信がなくなり、長く歩くことが大変になった方を
対象に、介護保険施設や医療機関などで個別のサービ
ス計画に沿った運動プログラムを週２回で３カ月間集中し
て実施した。また栄養アドバイスや口腔ケア向上のための
体操も行った。

【参加人数】
平成28年度：４０９名
平成29年度：４０７名

2 （１）

栄養改善を目的とした配食な
ど

高齢者いきがい課
　低栄養者に対する栄養改善と定期的なアセスメ
ントを行うことにより、食生活の自立を図る。

同左 未実施 2 （１）

地域支援事業の実施状況

　⑶　　その他の生活支援サービス
        　（第１号生活支援事業）

７期掲載箇所
担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

　要支援者・事業対象者に対して、要介護状態等
となることの予防又は要介護状態等の軽減若しく
は悪化の防止及び地域における自立した日常生
活の支援を実施することにより、一人ひとりの生き
がいや自己実現のための取組を支援し、活動的で
生きがいのある生活や人生を送ることができるよう
に支援する。

制度の区分（事業名等）

⑵
　
通
所
型
サ
ー
ビ
ス

（
第
１
号
通
所
事
業

）

多
様
な
サ
ー
ビ
ス

多
様
な
サ
ー
ビ
ス

⑴
　
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

（
第
１
号
訪
問
事
業

）

訪問介護相当サービス

通所介護相当サービス

資料２－１－②
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１　介護予防・日常生活支援総合事業

目標 施策

地域支援事業の実施状況

７期掲載箇所
担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績制度の区分（事業名等）

資料２－１－②

介護予防ケアマネンジメント
事業

地域包括ケア推進課
　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が継
続できるように要介護状態になることをできる限り
予防する。

　地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメ
ントを行い、サービスの種類や利用回数を決め、ケアプラ
ンを作成した。

【要支援ケアプラン作成件数】
平成27年度：２１，０８９件
平成28年度：２２，６２０件
平成29年度：２４，８６９件

1 （１）

同左 地域包括ケア推進課
　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が継
続できるよう、介護予防事業の対象者の把握を行
い必要な支援を行う。

　基本チェックリスト等を実施し、運動機能低下など、何ら
かの支援を要すると認める者を把握し、介護予防事業に
つなげた。

【対象者にアプローチした件数】
平成27年度：２，６２８件
平成28年度：１，９８０件
平成29年度：２，３６３件

1 （１）

認知症予防教室 地域包括ケア推進課
　高齢者が認知症予防に関心を高め、自らが方
法を学習して自立的に危険因子を減らすため。

　認知症予防に関する知識の普及・啓発、自主的な活
動の支援を目的に、医師、理学療法士、作業療法士、
管理栄養士、言語聴覚士などを講師に呼び、地域包括
支援センター毎に地域の実情に合わせて認知症予防教
室を実施した。

【開催回数（述べ参加人数）】
平成27年度：３３回（１，０７７名）
平成28年度：３１回（    ６７２名）
平成29年度：３１回（    ６５７名）

4 （2）

いもっこ体操教室 地域包括ケア推進課
　地域における自発的な介護予防に資する活動
（自主グループ）の育成・支援を行う。

　介護予防を実践する自主グループの活動につなげるた
め、いもっこ体操、介護予防に関する講義及び体力測定
等を実施した。

【コース数（延べ参加人数）】
平成27年度：２３コース（３，０２３名）
平成28年度：２２コース（２，６２５名）
平成29年度：２０コース（２，３２８名）
※１コース当たり６回開催

1 （１）

介護予防講演会 地域包括ケア推進課

　地域で介護予防の活動が広く実施され、地域の
高齢者が活動に参加し、介護予防に向けた取り組
みを地域住民が主体性をもって、継続的に実施
するような地域づくりを目的とする。

　各地域及び市全体の介護予防講演会を開催すること
で、市民に対し介護予防に関する知識の普及や取組に
ついての啓発を行った。

【講演会開催数（延べ参加人数】
平成27年度：１０回（２，５２０名）
平成28年度：　９回（２，２３２名）
平成29年度：１２回（３，３４７名）

1 （１）

自主グループへの支援 地域包括ケア推進課 　自主グループ活動が継続するよう支援を行う。

　いもっこ体操教室の終了後等に、住民自身が主体と
なって活動する自主グループを立ち上げ、継続して活動
し続けられるよう、地域包括支援センターや機能強化型
地域包括支援センター等の理学療法士が支援を行っ
た。

【自主グループの累計数・支援回数】
平成27年度：１４５団体（６９３回）
平成28年度：１６７団体（７０８回）
平成29年度：１７６団体（９７０回）

1 （１）

体力アップ倶楽部
（初級編）

健康づくり支援課

　介護予防のための運動器の機能向上、栄養改
善及び口腔機能の向上などの学習の機会を提供
することにより、要介護状態になることを予防し、健
康でいきいきした生活が送れるよう支援する。

　タオルやイスを使ったストレッチ・筋力アップ運動、食
事・口の健康などの実技や講義を公民館等で実施した。

【開催会場数（参加人数】
平成27年度：１６会場（２７１名）
平成28年度：１５会場（２８８名）
平成29年度：１５会場（３０５名）
※１会場当たり５回開催

1 （１）

体力アップ倶楽部
（中級編）

健康づくり支援課
　できる限り要介護状態に陥ることなく、健康でい
きいきした生活が送れるよう、日常生活の中で運
動を継続して実践できる方法を身につけてもらう。

　タオルやイスを使ったストレッチ・筋力アップ運動、リズ
ム体操を公民館等で実施した。

【開催会場数（参加人数】
平成27年度：４会場（１３６名）
※１会場当たり１０回開催（追加分のみ５回）
平成28年度：８会場（１７５名）
平成29年度：８会場（１８２名）
※１会場当たり５回開催

1 （１）

ときも体力測定会 健康づくり支援課
　自身の体力の測定を行うと同時にロコモーション
トレーニングを実施することで、介護予防の普及啓
発を図る。

　日ごろの運動の成果を確認したい方及び体力測定に
興味がある方等を対象に、筋力、バランス、柔軟性など
の体力測定会を実施した。併せて、理学療法士による講
義と実技を実施した。

【開催回数（述べ参加人数】
平成27年度：１２会場（３９９名）
平成28年度：１２会場（２３０名）
平成29年度：１１会場（２８１名）

1 （１）

介護予防把握事業

⑸
　
一
般
介
護
予
防
事
業

介護予防普及啓発事業

　⑷　介護予防ケアネンジメント
    　  （第１号介護予防支援事業）
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１　介護予防・日常生活支援総合事業

目標 施策

地域支援事業の実施状況

７期掲載箇所
担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績制度の区分（事業名等）

資料２－１－②

介護支援いきいきポイント事業 高齢者いきがい課
　高齢者が、自身の介護予防に資する要介護者
等への支援活動を通じて、地域貢献することを奨
励及び支援する。

　市の指定を受けた介護関連施設等において、登録者
が行う傾聴等の介護支援いきいき活動（ボランティア活
動）を奨励及び支援した。

【事業登録者数】
平成28年度：１５１人
平成29年度：３５９人

【年度末受入機関数】
平成28年度：８７
平成29年度：９０

【事業登録研修会開催数】
平成28年度：７回
平成29年度：７回

1 （4）

介護予防サポーター養成講座 地域包括ケア推進課

　介護予防を普及するために、いもっこ体操を広く地域の
高齢者に周知し、地域においてもその活動を自主的・継
続的に実施していけるよう、実践の先導となる人材・ボラ
ンティアである「介護予防サポーター」を養成した。

【コース数（養成数）】
平成27年度：３コース（１４１名）
平成28年度：４コース（１４５名）
平成29年度：４コース（１６７名）
※１コース当たり８回開催
※平成29年度末養成者累計数９５０名

1 （1）

介護予防サポーターフォロー
アップ講座

地域包括ケア推進課
　介護予防サポーターの不安等の解消、知識や技術の
向上、交流や情報交換などのフォローアップを行った。

【開催数（述べ参加人数】
平成27年度：　９回（２９９名）
平成28年度：　９回（３６９名）
平成29年度：１０回（４５５名）

1 （1）

一般介護予防事業評価事業 地域包括ケア推進課 　市の介護予防事業の効果検証を行う。

　基本チェックリスト、ときも運動教室、いもっこ体操・自主
グループに関するデータ収集と解析（地域ごとの基本
チェックリスト該当率と項目ごとの関連、要介護発生率
等）を行った。

同左 1 （1）

地域リハビリテーション推進
事業（機能強化型包括支援
センター）

地域包括ケア推進課

 市町村が地域における介護予防の取組を機能
強化する効果があると判断した内容を、地域包括
支援センターと連携しながら、通所、訪問、地域ケ
ア会議、サービス担当者会議、住民運営の通い
の場等の介護予防の取組を総合的に支援する。

　機能強化型地域包括支援センターの理学療法士が以
下の支援を行った。
（１）介護予防事業の円滑な運営のための支援
　（他の地域包括支援センターからの相談への対応や講
師の調整など）
（２）地域ケア会議等への出席
（３）介護予防事業の周知・啓発

【機能強化型地域包括支援センターの相談件数】

平成27年度：１，９３４件
平成28年度：２，２６５件
平成29年度：１，２０７件

5 （1）

⑸
　
一
般
介
護
予
防
事
業

地域リハビリテーション活動支援事業

地域介護予防活動支援事業

　介護予防を普及するために、いもっこ体操教室
のプログラムを広く地域の高齢者に周知し、地域
においてもその活動を自主的・継続的に実施して
いけるよう、実践の先導となる人材・ボランティア
（介護予防サポーター）の養成とフォローアップを
行う。

一般介護予防事業評価事業
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２　包括的支援事業

目標 施策

地域包括ケア推進課
　高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、
包括的及び継続的な支援を行う地域包括ケアを推進する。

　市から９つの地域包括支援センターへ業務委託を行い、包括
的支援事業である介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支
援事業、権利擁護事業及び包括的・継続的ケアマネジメント事
業を実施した。

【総合相談件数】
平成27年度：２１，４９０件
平成28年度：２６，４１０件
平成29年度：３０，７１７件

5 (1)

　高齢者の個別課題について、多職種協働のもと検討を行い、事
例を通じて地域に必要な資源や課題の抽出を行う。

　高齢者の個別の課題について、多職種協働のもと検討を行
い、事例を通じて地域に必要な資源や課題の抽出を行った。

【地域ケア個別会議開催数】

平成27年度：２５回
平成28年度：２３回
平成29年度：１８回

5 (2)

　要支援等個別の事例について、ケアマネジャー、介護サービス
事業所、リハビリ等専門職のアドバイザー等による検討を行い、高
齢者の自立支援、ＱＯＬの向上を図る。また、事例を通じて地域に
必要な資源や課題の抽出を行う。

　個別の事例について、自立支援の観点からリハビリ等専門職
のアドバイザー等による検討を行った。

【自立支援型地域ケア会議開催数（事例数）】

平成28年度：３回（  ９事例を検討）
平成29年度：９回（２７事例を検討）

5 (2)

　地域ケア個別会議等の積み重ねにより発見される地域課題に
ついて、地域のさまざまな関係機関と情報の共有、課題解決に向
けての検討、役割の確認等を行う。

　地域包括支援センターが、担当圏域ごとにケアマネジャー、
サービス事業者、民生委員、自治会、老人クラブ等による会議
を開催し、地域ケア個別会議等の積み重ねにより発見された地
域の課題についての検討、情報交換、ネットワークづくりを行っ
た。

【担当圏域ケア会議】

平成27年度：２９回
平成28年度：２４回
平成29年度：３１回

5 (2)

　担当圏域ケア会議を通じて検討した課題の解決に向けて、市
単位の新たな資源の開発等について検討を行う。

　担当圏域ケア会議を通して検討した課題の解決に向けて、市
単位の新たな施策や資源の開発等について検討を行う。

未実施 5 (2)

　地域の在宅医療機関の分布、医療機能を把握し、地図又はリ
ストを作成し、把握した医療・介護サービスの状況を関係機関等
と共有する。

　情報公開に向け、地域の在宅医療機関や介護サービスの状
況の把握を行った。
　市内医療機関等を掲載した医療マップ（すこやかマップ）、介
護サービス事業者を掲載したハートページを作成し配布した。

同左 3 (1)

　地域の医療・介護関係者等が参画する会議等を開催し、在宅
医療・介護連携の現状を把握し、課題の抽出、対応策の検討を
行う。

　川越市医師会が中心となり、医師会内に医療と介護の関係
団体（24団体）で構成する「コミュニティケアネットワークかわご
え」を設立し、医療・介護関係者のネットワークづくり、顔の見える
関係性の構築や同職種間・多（他）職種間の資質向上を図っ
た。

【コミュニティケアネットワークかわごえにおける全体会
の開催数・部会の開催数】

平成28年度：１回（全体）・５回（部会）
平成29年度：２回（全体）・５回（部会）

3 (1)

地域包括ケア推進課

地域包括ケア推進課

（ア） 地域の医療・介護の資源の把握

（イ） 在宅医療・介護連携の課題の抽出
　　　 と対応策の検討

　
⑶
　
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
推
進
事
業

地域支援事業の実施状況

７期掲載箇所

　⑴　地域包括支援センターの運営　

⑵
地
域
ケ
ア
会
議
推
進
事
業

地域ケア個別会議

自立支援型地域ケア会議

制度の区分（事業名等） 担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

担当圏域ケア会議

地域ケア推進会議

資料２－１－②
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２　包括的支援事業

目標 施策

地域支援事業の実施状況

７期掲載箇所
制度の区分（事業名等） 担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

資料２－１－②

　地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービ
スが提供される体制づくりを推進する。

　地域医療介護総合確保基金による埼玉県在宅医療提供体
制充実支援事業により市内8病院に在宅療養支援ベットを確保
した。川越市医師会内に設置された「在宅医療拠点センター」
が、在宅療養支援ベットの利用調整を行った。

【川越市医師会在宅医療拠点センターの①在宅療
養支援ベット協力病院数・②在宅療養支援ベット利
用人数】

平成27年度：①７病院②　３名
平成28年度：①８病院②１１名
平成29年度：①８病院②１８名

3 (3)

　情報共有ツール（情報共有シート、地域連携パス等）の活用に
より、医療・介護関係者間の情報共有を支援する。

　川越市医師会において、埼玉県の在宅医療提供体制充実支
援事業により、ＩＣＴを活用した情報提供システムを開始した。
　「コミュニティケアネットワークかわごえ」において、情報共有
シートの作成の検討を行った。

同左 3 (2)

　地域の在宅医療・介護連携を支援する相談窓口の設置、運営
を行い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援センターからの
在宅医療・介護連携に関する事項の相談支援を行う。

　埼玉県の在宅医療提供体制充実支援事業により、川越市医
師会が、「在宅医療拠点センター」を設置し、地域包括支援セ
ンター、ケアマネジャーからの在宅医療・介護連携に関する相
談支援を行った。

【川越市医師会在宅医療拠点センターの相談件数】

平成27年度：　６３件
平成28年度：２１６件
平成29年度：４７９件

3 (2)

　地域の医療・介護関係者に多（他）職種協働のグループワーク
等の研修会、講演会等を開催する。

　「コミュニティケアネットワークかわごえ」において医療と介護の
従事者を対象とした研修会、エリアミーティング、医療介護
フォーラムを開催した。

【研修会開催数（延べ参加人数）】
平成28年度：１回（３１５人）
平成29年度：４回（６６０人）

【医療介護フォーラム開催数（延べ参加人数）】
平成27年度：１回（７４９人）
平成28年度：１回（３３０人）
平成29年度：１回（２２４人）

【エリアミーティング開催数（延べ参加人数）】
平成29年度：３回（３２７人）

3 (2)

　地域住民を対象とした講演会、パンフレット、チラシ、ホームペー
ジ等を活用した周知を行う。

　広報川越において、コニュニティケアネットワークかわごえにお
ける在宅医療と介護連携の取組について周知を行った。

同左 3 (2)

　同一の二次医療圏内にある市町村や隣接する市町村等が連
携して、広域連携に必要な事項についての検討を行う。

　坂戸市及び鶴ヶ島市の医療機関及び介護保険事業所へも
声をかけ、医療介護フォーラムの開催し、その中で川越市の取
組み状況について周知も行った。

【医療介護フォーラム開催数（参加人数）】
平成29年度：１回（２２４名）

※参加人数、坂戸市・鶴ヶ島市の関係者も参加し
た。
※（カ）　医療・介護関係者の研修実績の再掲

3 (3)

地域包括ケア推進課

　単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加する中、医療、介護の
サービス提供のみならず、地域住民に身近な存在である市町村
が中心となって、生活支援サービスを担う事業主体と連携しなが
ら、日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加
の推進を一体的に図って行く。

　市全体を担当する第１層生活支援コーディネーターを配置
し、地域資源把握、地域関係者のネットワークづくりを行った。ま
た、市全体の第１層協議体を設置し、定期的な情報共有等を
行った。
　その他、生活支援体制整備事業を周知するため、自治会等
を対象とした学習会、市民を対象としたフォーラムを開催した。

【第１層生活支援コーディネーター】
平成28年度から１名配置

【第１層協議体の開催数】
平成29年度：３回

【研修会の開催数（延べ参加人数）】
平成28年度：２回（２７６人）

【フォーラムの開催数（参加人数）】
平成28年度：１回（５４３人）

2 (1)

⑶
　
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
推
進
事
業

　⑷　生活支援体制整備事業

（ク） 在宅医療・介護連携に関する関係
       市区町村の連携

（ウ） 切れ目のない在宅医療と介護の
       提供体制の構築推進

地域包括ケア推進課

（エ） 医療・介護関係者の情報共有の
       支援

（オ） 在宅医療・介護連携に関する相談
       支援

（カ）　医療・介護関係者の研修

（キ） 地域住民への普及啓発
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２　包括的支援事業

目標 施策

１　認知症初期集中支援チームの普及啓発

　地域住民や関係機関、団体に対し、認知症初期集中支援チームの役
割や機能について広報活動として、認知症啓発冊子（みんなで支えよう
大切な人）、ケアマネ情報交換会等の機会を通じて周知を実施した。

同左 4 (2)

２　認知症初期集中支援
　　（認知症初期集中支援チームの設置）

　平成２８年１月から、専門職２名以上、専門医１名の計３名以上からな
るチームを編成し、地域包括支援センターやケアマネジャーからの依頼
のあった事例（認知症の人や認知症が疑われる人）に対し、初期の段階
から関わり、アセスメントを実施し、包括的・集中的に支援を行った。

（平成２９年度末現在の専門医、専門職の状況）
専門医：認知症サポート医（２名）
専門職：作業療法士（３名）、社会福祉士（２名・市職員）、
　　　　　保健師（１名・市職員）

【新規支援対象者数（終結者数）】
平成27年度：　３人（　１人）
平成28年度：１４人（１１人）
平成29年度：１２人（１４人）

4 (2)

３　認知症初期集中支援チーム検討委員会の設置

　平成２８年１月から、医療、保健、福祉に携わる関係者等から構成され
る検討委員会の機能を川越市地域包括支援センター等運営協議会に
置き、支援チームの活動状況等を検討した。

【川越市地域包括支援センター等運営協議会へ
の活動報告（検討回数）】
平成28年度：２回
平成29年度：２回

4 (2)

　認知症の人に対し、状態に応じた適切なサービスが提供さ
れるよう、地域包括支援センター、認知症疾患医療センター
を含む医療機関や、介護サービス事業者や認知症サポー
ター等、地域において認知症の人を支援する関係者の連携
を図る。

　認知症ケアパス（認知症の状態に応じた適切な医療や介護サービスの
提供の流れ）と市内の認知症の相談が可能な医療機関などを掲載した
認知症啓発冊子（みんなで支えよう大切な人）を作成した。また、川越
市医師会の会員医療機関及びその他の認知症専門医療機関と連携
し、周知を行った。

同左 4 (3)

　認知症地域支援推進員を中心に地域の実情に応じて、地
域における認知症の人とその家族を支援する相談支援や支
援体制を構築する。

　認知症地域支援推進員を中心に地域の実情に応じて、地域における
認知症の人とその家族を支援する相談支援や支援体制を構築をするた
めの取組として、認知症専門医による認知症相談会の開催した。また、
地域包括ケア推進課職員３名を認知症初期集中支援チーム員と兼務
して配置することで、認知症初期集中支援事業と一体的に実施した。

【認知症相談会開催数、相談者数（相談組数）】
平成27年度：６回・３１人（２２組）
平成28年度：６回・２３人（１８組）
平成29年度：６回・１８人（１４組）

【認知症地域支援推進員数】
平成27年度：２名
平成28年度：２名
平成29年度：３名

4 (2)

　地域の実情に応じて、以下のアからエまでの事業実施に関
する企画及び調整（任意事業）
ア　病院・介護保険施設等で認知症対応力向上を図る
     ための支援事業
イ  地域密着型サービス事業所・介護保険施設等での
    在宅生活継続のための相談・支援事業
ウ　認知症の人の家族に対する支援事業
エ　認知症ケアに携わる多職種協働のための研修事業

　認知症の人の家族に対する支援事業として、オレンジカフェ（認知症カ
フェ）及び介護マーク貸出事業を実施した。

【オレンジカフェ（認知症カフェ）の①開催回数（延
べ参加人数）、②年度末時点での箇所数】

平成27年度：①２５６回（４，５９４名）②２４箇所
平成28年度：①２９０回（５，１５９名）②２７箇所
平成29年度：①３１０回（５，４５９名）②３０箇所

【介護マーク新規貸出件数（累計数）】
平成27年度：１５件（４８名）
平成28年度：１２件（５８名）
平成29年度：　６件（６２名）

4 (3)

⑸
　
認
知
症
総
合
支
援
事
業

地域支援事業の実施状況

制度の区分（事業名等） 担当課 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

地域包括ケア推進課

認知症地域支援・ケア向上事業

７期掲載箇所

　　認知症に係る専門的な知識、技能を有する医師の指導の
もと、複数の専門職が家族の訴え等により認知症の疑われる
人や認知症の人及びその家族を訪問、観察、評価、家族支
援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活の
サポートを行う。

１　認知症初期集中支援チームの普及啓発

２　認知症初期集中支援
　　（認知症初期集中支援チームの設置）

３　認知症初期集中支援チーム検討委員会の設置

認知症初期集中支援推進事業

地域包括ケア推進課

資料２－１－②
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３　任意事業

目標 施策

認定調査票の点検
　適正かつ公平な要介護認定の確保を図るため、認定
調査票の点検を行う。

　認定調査員が作成した認定調査票を点検し、「認定調査員
テキスト」の定義に基づいて適正に調査が行われているかを確
認した。

【認定調査票の点検】
平成27年度～平成29年度：
全ての認定調査票の点検を実施

7 (3)

ケアプランの点検

　ケアプランの内容を確認し、ケアマネジメントが適正か
つ効果的に実施されているかを検証する。それに基づき
指導、助言を行いケアマネジメントの質の向上及び介護
給付の適正化を図る。

　市内居宅介護支援事業所が作成したケアプラン内容を点検
し（2～3年間で１事業所１プラン必須）、適正かつ効果的なケ
アプランが作成できるよう助言・指導した。

【ケアプラン点検検討会開催数（点検数）】
平成27年度：３０回（６０件）
平成28年度：３０回（６０件）
平成29年度：１８回（３６件）

7 (3)

住宅改修等の点検
　受給者の状態にそぐわない不適切又は不要な住宅改
修を排除する。

　住宅改修及び福祉用具の点検では、提出書類の審査で疑
義があるものについては、窓口及び電話での確認や書類の再
提出等を要請した。

【住宅改修点検数】
平成27年度：１，０５６件
平成28年度：１，１６２件
平成29年度：１，１３４件

【福祉用具点検数】
平成27年度：１，００５件
平成28年度：１，１５２件
平成29年度：１，１４４件

7 (3)

縦覧点検・医療情報との突合

　受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情
報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供さ
れたサービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重
複請求の排除等を図る。

　データ点検により判明した請求内容の誤り等に対して事業者
に確認を行った。

【請求に疑義があり事業者に確認した件数】
平成27年度：１３３件
平成28年度：  － 件
平成29年度：２５１件

7 (3)

介護給付費通知
　事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付状況等
について通知することにより、受給者や事業者に対して
適切なサービスの利用と提供を普及啓発する。

　介護サービスの利用者への介護給付費通知により、介護
サービスの利用状況やサービス費用等を確認してもらった。

【介護予防給付費通知送付件数】
平成27年度：８，２１０件
平成28年度：９，２１９件
平成29年度：８，９２９件

7 (3)

認定調査員研修
　研修会の実施により認定調査員の資質向上を図り、認
定調査の精度を高める。

　新任調査員研修、現任調査員研修を開催し、調査員の服
務や「認定調査員テキスト」の内容等について講義やグループ
ワークを実施した。

【研修会開催数（延べ参加者数）】
平成27年度：１６回（１３２人）
平成28年度：１２回（１５３人）
平成29年度：　８回（１２３人）

7 (3)

ケアプランスキルアップ研修
　適切なケアプラン作成方法を学習する場を提供し、介
護支援専門員の資質向上を図り、介護給付の適正化を
目指す。

　市内居宅介護支援事業所の介護支援専門員を対象に、事
例を用いた研修会を実施した。

【ケアプランスキルアップ研修会開催数（延べ参加人数）】
平成27年度：４回（１９２人）
平成28年度：５回（１９１人）
平成29年度：５回（１８２人）

7 (4)

認知症家族介護教室・家族介護支援事業 地域包括ケア推進課
　高齢者が認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続
けることができる。

　認知症の人を介護している家族などの介護者を対象とし、医
療・介護関係者による認知症に関する講義、介護者間の交流
や情報交換等を地域の実情に合わせ実施した。また、教室終
了後も参加者同士の交流が継続してできるよう、フォローを
行った。

【認知症家族介護教室の開催数及び延べ参加人数】
平成27年度：１６回（１３１人）
平成28年度：１３回（１１６人）
平成29年度：１５回（１８４人）

【フォローアップ事業】
平成27年度：　９回（　７９人）
平成28年度：　９回（　５９人）
平成29年度：　６回（　６０人）

4 (3)

⑴
　
介
護
給
付
等
費
用
適
正
化
事
業

介護保険課

 
⑵
　
家
族
介
護
支
援

 
 
 

事
業

制度の区分（事業名等）
７期掲載箇所

地域支援事業の実施状況

担当課名 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

資料２－１－②

7



３　任意事業

目標 施策
制度の区分（事業名等）

７期掲載箇所

地域支援事業の実施状況

担当課名 目　的 実施（事業）内容 第６期計画の実績

資料２－１－②

徘徊高齢者家族支援サービス事業 地域包括ケア推進課
　認知症等により道に迷い、行方不明になる,恐れのある
在宅高齢者が行方不明となった場合の早期発見、事故
の未然防止を行う。

　認知症等により道に迷い、、行方不明になる恐れのある高齢
者を在宅で介護している家族に、ＧＰＳ機能を有した徘徊探知
システム利用に係る費用の一部を助成した。また、そのような
高齢者の捜索活動に活用するため、お帰り安心ステッカー（反
射付）の交付を行った。

【ＧＰＳ機能を有した徘徊探知システム新規利用者数】
平成27年度：１５人
平成28年度：１８人
平成29年度：１２人

【お帰り安心ステッカー新規利用者数（累計）】
平成28年度：３９人（　３９人）
平成29年度：７８人（１１７人）

4 (3)

家族介護慰労金支給支援事業 高齢者いきがい課

　低所得層に属する在宅高齢者で重度の介護を要する
者が長期にわたり介護保険の給付を受けず、家族の介
護により在宅生活が支えられている場合に、給付金を支
給することにより負担の軽減を図るとともに、要介護高齢
者の在宅生活の継続、向上を図るものとする。

　要介護４・５の認定を受けている方で、介護保険サービスを１
年間利用しない在宅の高齢者を介護している方（要介護者及
び介護家族の世帯全員いいずれもその市民税が非課税であ
ること）に慰労金を支給した。

【家族介護慰労金支給件数（合計額）】
平成27年度：５件（５００，０００円）
平成28年度：０件（　　　　　　０円）
平成29年度：１件（１００，０００円）

2 (2)

成年後見等制度利用支援事業 高齢者いきがい課
　判断能力が十分でない高齢者の権利と財産を守り、支
援する。配偶者や親族がいない等の場合に、市長が家
庭裁判所へ法定後見制度の申し立てを行った。

　判断能力が十分でない高齢者で配偶者や親族がいない等
の場合に、市長による後見等開始の申し立て及び、報酬助成
を行った。

【市長申立件数】
平成27年度：２７件
平成28年度：１３件
平成29年度：２１件

【報酬助成件数】
平成27年度：３４件
平成28年度：４０件
平成29年度：２８件

5 (5)

認知症サポーター養成講座 地域包括ケア推進課 　認知症になっても安心して生活できるまちづくりを行う。
　認知症について正しい知識を持ち、認知症の人やその家族
などの介護者を温かく見守り応援する「認知症サポーター」を
広く養成した。

【認知症サポーター養成講座開催数（受講者数）】
平成27年度：６７回（２，３６２人）
平成28年度：８２回（３，９００人）
平成29年度：８４回（３，４５３人）

※平成２９年度開催内訳
市民向け・小学校数・中学校数：６０回
依頼団体数：１８団体
単独開催：６回

※参考
平成２９年度末時点での認知症サポーター累計数：
１９，０５３名

【認知症サポーターフォローアップ講座】
平成29年度：１回（ 人）

4 (1)

介護相談員派遣等事業 介護保険課
　介護保険施設等に入所する利用者の疑問や不満を聞
き、施設及び行政の橋渡しをしながら、問題の改善や介
護サービスの質的向上を目指す。

　市内特別養護老人ホーム９箇所、介護老人保健施設１箇
所、グループホーム１箇所に介護相談員を派遣し、その利用
者の声を聞く等した。

【介護相談員数】
平成27年度：４人
平成28年度：４人
平成29年度：６人

【派遣施設数（回数）】
平成27年度：　７施設（　８４回）
平成28年度：　７施設（　８１回）
平成29年度：１１施設（１００回）

7 (4)

在宅高齢者配食サービス事業 高齢者いきがい課
　心身の状態により自分で調理や買い物をすることが困
難な、一人暮らし高齢者等に食事を配送するとともに、
安否確認を行う

　６事業者に業務を委託し、自身で食事の調達が困難な高齢
者に対して配食するとともに安否確認を行った。

【在宅高齢者配食サービス延べ利用者数（延べ配食数）】
平成27年度：７，１４０人（９１，０００食）
平成28年度：６，２３３人（７９，０６８食）
平成29年度：５，４４２人（６９，００９食）

2 (2)

⑶
　
そ
の
他
の
事
業

⑵
　
家
族
介
護
支
援
事
業
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